
土砂災害警戒避難は「日常からの備え」「豪雨前の確実な避難」が重要

「豪雨前の確実な避難」の事例

○声かけによる避難　（P12宮城県丸森町、P13京都府綾部市、P14愛媛県松山市）

○立ち退き避難を実施する時間的余裕がない場合の避難　（P18岡山県新見市）

○円滑な避難　（P15富山県魚津市、P16静岡県小山町、P17高知県大月町）

　避難勧告等が発令された際に立ち退き避難を行う時間的余裕が無い場合は、堅牢な建物の高層階へ移動
したり、自宅の斜面と反対側の２階以上の部屋等へ移動することも有効な場合もあります。

　近所住民、自主防災組織や家族からの避難の声かけが避難のきっかけになったという事例が多く報告され
ており、避難する際には積極的に周りの方々にも声かけを実施することが大切です。

　豪雨前に円滑に避難するためには、日頃からの避難訓練、土砂災害や避難行動に関する情報（土砂災害
警戒情報・避難勧告等）、土砂災害の前兆現象への理解や、関係者どうしの円滑な情報伝達が大切です。

「日常からの備え」の事例

○地域住民と一体となった土砂災害に関する理解向上
　 　（P2秋田県鹿角市、P3山形県、P4長野県、P5和歌山県那智勝浦町、P6大分県）

○土砂災害に関する広報活動　（ P9長野県、 P10福岡県宗像市、P11鹿児島県）

○円滑な避難勧告等発令を支援するためのシステム改善　（P7兵庫県、P8山口県）
　土砂災害のおそれが高まった際に、市町村長の避難勧告等の発令に資するべく「土砂災害警戒情報」を発
表していますが、より円滑な避難勧告等発令を支援するため、システムの改善に取り組んでいます。

　土砂災害や避難行動に関する情報を普及するため、防災教育、出前講座、ダイレクトメールやテレビなど、
さまざまなツールを活用して広報活動に努めています。

　土砂災害発生時に地域住民が円滑に避難できるよう、平時から土砂災害に関する理解を深めてもらうため、
地域住民や関係部局と協力して、土砂災害に関する防災マップや避難確保計画の作成を支援しています。



避難確保計画 作成率１００％の取組 【秋田県鹿角市】

○土砂災害警戒区域内及び浸水想定区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難確
保計画を作成することが土砂災害防止法及び水防法により義務づけられているが、作成率は全国
的に低い状況である。秋田県鹿角市においても平成29年3月の作成率は約13%程度と非常に少な
い状況であった。

○鹿角市では、未作成の施設管理者に対して、再度説明会を開催し作成を促した。また、避難確保計
画のひな形を市のホームページに掲載した。その結果、全ての対象施設（４７施設：土砂災害警戒区
域内及び浸水想定区域内、令和元年10月末現在）で避難確保計画を作成することができた。

○計画作成後、避難勧告等は発令されていないが、避難場所・ルート、避難時間等を確認し、避難訓
練により有事に備えている。

鹿角市HPにひな形を掲載 避難確保計画 避難訓練実施状況
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「まるごと里ごと土砂防災及びハザードマップ」の取組【山形県】

【取組の背景・目的】

近年、局地的な豪雨・台風等により、全国各地で土砂災害が頻発して
いる状況を踏まえ、地域住民が土砂災害のリスクを正しく認識し、自主
的に警戒避難行動をとり、土砂災害から身を守る状況が生じている。

【取組の内容】

国土交通省新庄河川事務所と市町村、自主防災会、そして砂防を学
ぶ大学等が連携して、地域の危険箇所の確認やハザードマップの作
成及び避難誘導看板の設置等を行っている。

まるごと里ごとハザードマップ

避難訓練および学習会（真室川町） 3



我が事として捉える防災意識向上の取組【長野県】

○災害が激甚化、頻発化するなか、地域の自主的な防災活動の促進は不可欠
○ 「自らの命は自らが守る」住民意識の醸成を図るため、県各部局が連携し、地域独自の各種防災

マップの作成支援を令和元年度から実施

３部局連携による『災害時支え合いマップ』と『地区防災マップ』の作成支援
県危機管理部・健康福祉部・建設部の３部局が連携し、住民参加による防災関連マップの作成

ならびに、地域独自の避難方法の策定や、防災訓練の実施を支援する。

３部局連携による地区防災マップ作成支援（R１年度～R３年度）
・地区防災マップの作成率が低い市町村で、かつ災害時住民支え合いマップの未作成地区を
最優先取組地区とし、３か年、１５市町村を重点的に支援

令和元年11月6日
大糸タイムス掲載
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市野々区「わたしたちの避難行動」の作成取組【和歌山県東牟婁郡那智勝浦町】

内閣府モデル事業として避難カードやタイミング表、避難場所や危険な個所を表示したマイマップの作
成を実施。完成した避難行動の手引きは区に各戸配布し、避難意識の向上を図った。
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土砂災害ＨＭ等を活用した地域防災力向上のための取組【大分県】

【取組を実施するにあたった背景・課題】

○西日本豪雨(H30.7)では、県内の避難率が１％と低く、避難勧告等が避難行動につながっていない。

【主な内容（県・市町村合同の取組）】

○土砂災害から命を守る避難行動につなげるために、行政と住民が一体となって取り組む行動計画を
整理した「土砂災害避難促進アクションプログラム」を平成３１年３月に策定。

○アクションプログラムのうち『地域の防災リテラシーの向上』のための取り組みとして、土砂災害専門
家（砂防ボランティア）を派遣し、防災講座の開催や土砂災害ハザードマップの再点検及びタイムラ
インの作成、それらを活用した避難訓練を支援。

【取組した結果やわかった課題等】

○他のハザード（地震・津波・浸水など）を踏まえ、関係部局との役割分担や連携が課題。

「住民主体」で地域のリスクや課題、行動計画を整理

避 難 訓 練

地域の実情に応じた訓練

▲土砂災害専門家（砂防ボランティア）を派遣し、住民・市町村を支援

まち歩き 地区タイムライン作成ハザードマップ再点検

R1.6.25 津久見市 R1.9.29 日田市 R1.9.19 津久見市

・危険箇所、避難経路の把握 ・危険箇所、避難経路の現地確認 ・時系列で整理した行動計画を作成

R1.11.10 津久見市

・避難行動要支援者の避難誘導等
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対象地域を絞り込み避難勧告判断を支援するための取組【兵庫県】
【背景・課題】

○土砂災害の危険度が高まった際、土砂災害警戒情報を気象台と共同で発表しているが、土砂災害警戒情報は市
町単位で発表される情報であるため、対象範囲が広い。また、兵庫県では土砂災害警戒情報を補足する情報とし
て地域別土砂災害危険度を公表しているが、メッシュ単位の情報であるため、避難勧告等の対象範囲を絞り込み
づらい状況となっていた。

【取組み内容】

○メッシュ単位に加え、土砂災害警戒区域単位に土砂災害危険度を表示する運用を開始した。

【取組み結果】

○土砂災害の危険度が高まっている区域が視覚的にわかりやすくなり、避難勧告等の対象範囲の絞り込みが容易と
なった。

現状 システム構築後

土砂災害警戒情報を補足する情報として、1kmメッシュ毎の危険度を
表示しているが、避難勧告等の対象範囲が絞り込みづらい。

1kmメッシュ毎の情報に加え、土砂災害警戒区域毎に土砂災害危険

度が表示されるため、危険度の高まっている範囲が視覚的にわかり
やすくなり、避難勧告等の対象範囲の把握が容易となった。

1kmメッシュ単位で危険度を表示
土砂災害警戒区域単位で危険度を表示 7



山口県土砂災害警戒情報システムを活用した避難地域の絞り込み
及び避難情報発令準備促進の取組【山口県長門市】

地区別土砂災害危険度画面 地区別危険度一覧表画面

○平成３０年度までは、土砂災害危険度の１ｋｍメッシュにより、該当する避難地域（長門市
においては自治会単位）を確認していたため、避難情報発令地域の絞り込みに時間がかかっ
ていた。また、土壌雨量指数の予測についても１箇所毎確認作業が必要なため、土砂災害警
戒情報の発表予測が困難であり、避難情報発令準備（関係機関との連携・避難場所開設準備
等）についても時間を要していた。

○山口県の新たな土砂災害警戒情報システムにおいては、土砂災害危険度が避難地域毎に表示
されるよう改善され、また地域の３時間後の予測を表形式で一括表示できるようになったた
め、レベル４の地域に対し、速やかに避難勧告を発令、予測される地域に避難情報発令準備
を促進することができる。

○令和元年８月２９日の大雨の際、土砂災害警戒情報の発表に伴い本システムを活用して速や
かに発令地域を絞り込み、「避難勧告」を発令することができた。

日置畑

渋木

湯本

俵山

土砂災害警戒情報が発表された時点で
レベル４の地域に対し避難勧告を発令 ３時間後の土砂災害警戒情報発表の予測

に基づき、避難情報発令準備を促進
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我が事として捉える防災意識向上の取組【長野県】

○災害が激甚化、頻発化するなか、地域の自主的な防災活動の促進は不可欠
○ 「自らの命は自らが守る」住民意識の醸成を図るため、砂防ボランティアによる地域での防災教育

や自然災害への啓発を実施

○過去の災害を後世に伝え自然災害への啓発と防災意識の向上を図る

○ “赤牛先生派遣” による防災教育
土砂災害に関する豊富な知識と経験を有し、県内全域に協会員が在住する砂防ボランティアを講師として派遣
（“長野県砂防ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ協会”は令和元年６月にNPO法人化）。

５年で１巡（R１年度～R５年度）
・県下３１３公民館（本館）での防災教育を、５年１巡で実施（概ね６３地区／年 × ５か年）

目 標

○災害の伝承
県立歴史館と連携して、先人の言い伝え、古地図、地名などの災害情報を、県ホームページや各種ツールを
用いて広く提供し、県民に自然災害への啓発と防災意識の向上を図る。

リーフレット

災害伝承カレンダー
令和２年発行「県民手帳」に掲載予定

災害伝承カード

カード作成市町村数
(公表(配布)予定)
R１年度：１０
R２～３年度：６７

赤牛先生とは？
「赤牛伝説」は水に関係する
話が多く、その地域特有の災
害への忠告であるとも言われ
ていることから、防災教育の
講師を“赤牛先生”と呼ぶこと
にしています。

9月5日 坂城町にて 11月12日 生坂村にて
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災害注意喚起文書送付事業（土砂災害警戒区域内の全住民対象） 【福岡県宗像市】

○土砂災害警戒区域内の住民を対象として避難情報を発令していく際、対象者に自分が土砂災害警戒
区域内の住民であるといった認識を持ってもらう必要があったため取組みを実施した。

○出水期前の6月下旬に「土砂災害に対する警戒について（土砂災害警戒区域内にお住まいの皆様
へ）」といった注意喚起の文書と福岡県作成の啓発チラシを土砂災害警戒区域内の全住民に直接郵
送を行った。（対象者の抽出については要支援者名簿のシステムを活用）

○令和元年8月に土砂災害警戒区域内に避難情報を発令した際、特に大きな混乱はなかった。また、自
分が警戒区域内の住民であることを初めて知ったといった声もあり、一定の成果を得ることができた。

平成30年
7月豪雨

土砂災害警戒区域内の
住民に避難勧告を発令

土砂災害警戒区域内
に絞って避難勧告を発令
したが、対象住民は自分
が対象者であるという
認識があったのか？

・土砂災害警戒区域内の全世帯
（2,606世帯）に対して土砂災害警戒

区域内に住んでいることがわかる注意
喚起の文書を直接郵送

・要支援者名簿システム内の地図シス
テムに警戒区域のshapeデータと市内
全住民情報の座標データを落とし土砂
災害警戒区域内の全住民の必要情報
を抽出

・洪水浸水想定区域内の全世帯
（5,952世帯）に対しても今回の注意喚

起文書送付と同様の取組みを実施し
た

令和元年度 出水期前の取り組み

同封した福岡県作成の啓発チラシ
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市民の避難行動の周知動画を作成した事例【鹿児島県鹿児島市】

鹿児島市では、令和元年６月末からの大雨に係る災害対応等を踏まえ、避難情報発令時にとるべき

避難行動の周知を図るため、動画を作成し、市ホームページやテレビＣＭ（民放４局）等で広報した。

〇 動画の内容

・警戒レベルと避難情報（警戒レベル３「避難準備・高齢者等避難開始」、警戒レベル４「避難勧告、避難指示（緊急）」な
ど）の関係

・あらかじめハザードマップで自宅の安全を確認し、そのうえで避難情報発令時にとるべき市民の避難行動の理解促進
（避難情報が発令された際に、自宅が安全な場合は自宅に居ることも避難（自宅避難）であり、かつ、災害の起こるおそ
れがある場所へは近づかないようにすることや、自宅が土砂災害警戒区域内や洪水浸水想定区域内など居室が危険
な場合等は、避難場所等の自宅外へ避難（自宅外避難）することを促す）
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民政委員の声
「普段から連絡網を使っていたおかげで、今回も活用できた」

（出典：河北新報報道より）

日頃の準備により難を逃れた事例(宮城県丸森町五福谷地区)

○午後3時20分、町内全域に避難勧告が発令された。
○五福谷地区の民生委員は、異常な大雨に危険を感じ、避難準備を始め、近隣の
住民にも避難を呼びかけた。

○午後7時過ぎ、十数人が高台の家へ避難し難を逃れた。
○同地区は、過去の豪雨で氾濫寸前であったことから、全戸の緊急連絡網をまとめ、
活用するルールを定めるとともに、日頃から防災組織の会合等で住民が集まるた
びに避難場所を確認していた。

【災害の経緯】令和元年１０月１２日
PM 3:20 土砂災害警戒情報発表
PM 3:20 避難勧告発令
PM 7:00頃 地区内の住民は、民生委員の呼びかけにより地区の集会所へ避難

→さらに周囲の水位が上昇したため、高台の家へ避難
地区一帯に土砂・流木が氾濫したが既に避難していたため、人的被害なし

丸森町

PM 3:20土砂災害警戒情報
避難勧告

PM7:00頃 高台へ移動

R1.10/11～13雨量状況(丸森観測所)

まるもりまち ごふくや

新川
五福谷川

丸森町の被災状況（主に五福谷川周辺）

丸森町五福谷地区の被災状況

0
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○京都府綾部市旭町で、土砂崩れが発生し、家屋が全壊したが、事前避難により人的被害を免れた。

【災害の経緯】
平成30年7月5日 PM19:30 土砂災害警戒情報発表
（避難準備・高齢者等避難開始、一部地域に避難勧告発令）
平成30年7月7日 AM12:35 大雨特別警報発表
平成30年7月7日 AM12:35 避難勧告発令
平成30年7月7日 ＡM 1:45 避難指示（緊急）発令
平成30年7月7日 ＡM 3:30頃 自宅に土砂が流入

親族宅への避難により難を逃れた事例(京都府綾部市)
あやべし

現地の状況がわかる写真等

綾部市旭町

【避難の内容】
・住民の女性は、娘の呼びかけにより、娘宅へ避難し、被災を免れた。

被災箇所
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【災害の経緯】
7月6日 06：20 土砂災害警戒情報発表（松山市全域）
7月6日 午後 高浜地区の自主防災組織などが見回り開始

（小さな土砂崩れ等確認）
一軒一軒避難の呼びかけ

7月6日 21:00から順次 避難勧告発令
22時頃から翌朝にかけて地区内35か所で土石流やがけ崩れが発生

避難行動により命を守った事例(愛媛県松山市)
まつやまし

○松山市全域に6時20分に土砂災害警戒情報が発表され、高浜地区では21時00分
から順次、避難勧告が発令された。
○地区内では、土石流、がけ崩れ等の土砂災害が35箇所発生し、人家約11戸が全
半壊の被害となったが、避難の際にけがをした1人を除いて全員無事であった。

土石流

出典：国土地理院

松山市高浜地区

被災状況（松山市高浜地区）

松山市高浜地区
（6日22時頃から土砂災害発生）
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〇魚津市では、午後10時30分に土砂災害警戒情報が発表され、県から市
防災部局や消防部局にはFAX及びメールにて情報伝達された。

〇これを受け、市から速やかに地域の自主防災組織のリーダーや区長へ連
絡を行った。（夜間の避難による２次災害を懸念し、避難勧告は発令せず）

○その後、住民が前兆現象（木が折れるような音等）に気づき、災害発生前
に公民館に自主避難を行った。（区長の呼びかけが前兆現象の早期発見
や自主避難に繋がった）

【災害の経緯】平成２６年７月１９日
PM 10:30      土砂災害警戒情報発表
PM 10:30 市から区長等へ連絡
PM 11:00頃 住民が前兆現象を確認し、土砂災害警戒区域外の公民館へ

自主避難（１５世帯４０人）
AM 00:00頃 土石流が発生し神社が倒壊

事前の避難により難を逃れた事例(富山県魚津市)
うおづし

【現地の方の声】
・山からバリバリと木が折れる
・音が聞こえた。
・たい肥のもっと腐った臭いが
・強くなり、身の危険を感じた。
・土砂が崩れて、家が埋まって
・しまうんじゃないかとすごく怖
・かった。
・このまま家にいたらダメと思い
・逃げなくてはと思った。

東山公民館
(自主避難)

倒壊した東山神社

倒壊した東山神社

PM10:30土砂災害警戒情報

PM11:00頃自主避難開始

AM0:00頃土石流発生
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施設の声
「これまで継続してきた防災活動が職員に蓄積されている（防災意識の高い職員が多い。）」

事前の準備により難を逃れた事例(静岡県小山町)

○午前10時半頃の土砂災害警戒情報の発表後、特別養護老人ホーム入所者を避
難確保計画*に従い、がけ側から2階へ移動。さらに降雨が続き、近隣住民の声か
けにより、入所者全員を2階へ移動させた。

○その後、近くの山から発生した土石流が、施設の１階部分に流入したが、利用者
及び職員全員難を逃れた。

○同施設は、土砂災害警戒区域内に存しており、日頃から近隣住民の方とともに避
難訓練*を実施していた。

【災害の経緯】令和元年１０月１２日
AM10:37 土砂災害警戒情報発表

がけ側の入所者を2階へ移動
AM11:00 避難勧告発令
PM 1:15 避難指示発令
PM 7:30頃 近隣住民からの声かけ

入所者及び職員全員2階へ避難
PM 8:00頃 施設1階に大量に土砂が流入

小山町

令和元年6月同施設での避難訓練実施状況
写真提供：小山町
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PM8:00頃
土砂が流入

AM10:37土砂災害警戒情報

AM11:00避難勧告 PM1:15避難指示

PM7:30頃 全員2階へ避難開始

R1.10/11～12雨量状況(御殿場観測所)

日頃の訓練
の成果

土砂災害警戒区域

特別養護老人ホーム

おやまちょう

施設1階に土砂が大量に流入したが、全員無事
写真提供：小山町

*土砂災害防止法により、土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の管理
者等は、避難確保計画の作成・避難訓練の実施が義務づけられている

がけ側の入所者を2階へ避難開始
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○大月町内全域に、4時00分に土砂災害警戒情報が発表された。
○その後、5時30分に大月町内全域に避難勧告が発令された。
○橘浦地区では、区長ら役員が住民の安否を電話で確認し、避難場所（区役場）に
避難するよう呼び掛けた。
既に道路が冠水するなどして避難することが困難な場合は、自宅の２階など高い
場所に避難するよう呼び掛けることで、難を逃れた。

【災害の経緯】平成３０年７月８日
AM4:00 土砂災害警戒情報発表
AM5:30 避難勧告発令
AM5:30 避難所へ避難、

自宅内で垂直避難
AM5:50 大雨特別警報発令

（県西部6市町村）

事前の避難や呼び掛けにより難を逃れた事例(高知県大月町橘浦)
こうちけん おおつきちょう たちばなうら

高知市

室戸市

安芸市

南国市

土佐市

須崎市

四万十市

宿毛市

土佐清水市

香南市

香美市

東洋町

奈半利町

田野町

安田町
北川村

馬路村

芸西村

本山町
大豊町

土佐町

大川村

いの町

佐川町

越知町

梼原町 津野町

日高村

三原村

仁淀川町

黒潮町

四万十町

中土佐町

大月町

（大月町広報資料より）
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土石流砂防堰堤が
土石流・流木
を捕捉し
被害を軽減

橘浦地区の
浸水範囲

砂防堰堤

AM6:00頃～ 土砂が流入AM5:30頃 避難開始

AM4:00 土砂災害警戒情報

AM5:30 避難勧告

H30.7.7～7.8雨量状況(弘見観測所)

AM5:50 大雨特別警報

■２階へ避難
大月町は８日午前４時５５分に災対本部を設置。５時半に全域に避難勧告を出したが、宿毛市同様、道路冠水などが始まっていた。
約１５０人が暮らす橘浦地区は町役場から車で約２０分の海岸沿い。５時には膝まで道路が冠水し、２７棟が床上、床下浸水した。

山本梅市区長（７５）ら役員は区役場から住民の安否を電話で確認し、区役場に避難するよう呼び掛けた。避難してきたのは５人で山本区長は
「『家周辺が危険なら２階など高い場所に逃げて』と説明した。町役場からも遠いので、それぞれ判断してくれたと思う」と話す。
(高知新聞 平成３０年８月１４日（火）掲載) 17



○新見市西方地区で土石流が発生し、家屋全壊の被害が生じたが、建物２階への
垂直避難により、人的被害を免れた。

○土砂災害防止月間や出前講座、特別警戒区域指定前説明会等により、土砂災
害の危険性や知識、日頃の備えなどについての啓発活動を実施しており、さら
に平成30年7月豪雨災害を受けて、住民の災害への意識が高まっていた。

【災害の経緯】令和元年９月３日
PM 6:00頃 自宅2階へ垂直避難
PM 6:30頃 自宅に土砂が流入（土石流発生）
PM 6:50 記録的短時間大雨情報（100mm）
PM 7:10 記録的短時間大雨情報（120mm）

2階への垂直避難により難を逃れた事例(岡山県新見市)
にいみ

新見市西方地区

建物２階への
垂直避難

により人的被害
を免れた
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